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１．はじめに
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──発展途上国への IAS導入の是非をめぐる二極論──

３．発展途上国における IAS導入の現状

４．IAS導入肯定論の是非について

──資本市場を視座とした考察──

５．海外直接投資を視座とした IAS導入の意義についての検討

６．むすびにかえて

１．はじめに

国際会計基準審議会（International Accounting

Standards Board ; IASB）の設定する国際会計基準

（International Accounting Standards ; 以下 IAS）1）をめ

ぐる問題の一つに、発展途上国における IASの導入

というテーマがある。この問題については、IAS導

入が、当該国の経済にどのような効果または影響を

及ぼすかという観点から、多くの議論が重ねられて

きた。

そうした議論のなかで、IASを発展途上国へ導入

することによって得られるベネフィットの一つとし

て、当該国の経済発展への貢献という点があげられ

ている。その主旨は、IASという高度な会計基準の

導入により、企業が質の高い財務情報を提供できる

ようになれば、それが当該国の資本市場の発展をも

たらし、ひいては一国の経済発展につながるという

ものである。

ところが、そのような経済発展効果については、

これを疑問視する論者も少なくない。これらの論者

によれば、IASは英米を中心とした先進国の会計基

準をモデルとして設定されており、このような会計

基準を発展途上国へ導入しても、先進国と同様のベ

ネフィットが生じることは期待できない。そこで必

要とされるのは、むしろ発展途上国特有の環境に適

合した会計基準であるとされる。この二つの主張は

完全に対立し、発展途上国への IAS導入の是非につ

いては、いまだ結論がみられていない状況である。

もう一つ問題であるのは、相対的に経済水準の高

い発展途上国の会計基準が必ずしも IASと類似性を

有しているわけではない、という点である。IAS導

入の状況は各国ごとにまちまちであり、すべての国

について経済発展との相関関係を見出すことも困難

である。すなわち、IAS導入の是非はどうあれ、従

来の議論では、発展途上国において生じている現実

を説明するのは難しい。

本稿では、発展途上国への IAS導入に関し、対立

する二つの議論を整理した上で、IASを発展途上国

において導入することが、当該途上国の経済発展に

とってどのような意義をもつかについて再検討する

ことを目的としている。そこで見出される IAS導入

の意義は、資本市場の発達を介した経済発展を誘発

するという、従来主張されていたものとは、内容を

異にしている。

本題に入る前に、次の二つの用語について、本稿

における定義を示しておく。一つは“発展途上国”

の定義である。本稿では発展途上国を“経済の発展

過程にある国”と広く解釈する。具体的には、世界

銀行（WorldBank）による分類基準を援用する。World

Bank（2002）によれば、世界の国々は、その経済発

展水準によって Low-income economies, Lower-middle-

income economies, Upper-middle-income economies,

High-income economiesの４つに分類される。このう

ち、最高位の High-income economies以外に属するす

べての国を発展途上国とみなすこととする。

もう一つは、すでに本節でも用いている“IAS導

入”という用語の定義である。本稿では IAS導入を

“IASを国内の会計基準として採用する、もしくは

IASに基づき自国の会計基準を設定すること”と考

える。したがって、各国の企業による、IASに準拠
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した財務諸表の自主的な作成については考察の対象

外とする。

２．先行研究のレビュー──発展途上国への

IAS導入の是非をめぐる二極論──

発展途上国への IAS導入の是非については、とく

に発展途上国の経済発展への貢献という観点から、

これまで多くの議論が重ねられてきた。これらの先

行研究を概観すると、その内容は、IAS導入に肯定

的な見解を示す議論と、否定的な見解を示す議論に

二極化する。前者を「IAS導入肯定論」、後者を「IAS

導入否定論」として、それぞれの論旨を整理したの

が図表１である。

IAS導入肯定論、否定論のいずれも、発展途上国

における経済発展の要件が、資源（資本）2）の効率的

配分であるという点では一致しているように思われ

る。異なるのは、資源の効率的配分を達成する方法

に関する点である。

図表１で紹介した、いくつかの IAS導入肯定論で

は、IAS導入が経済発展をもたらすメカニズムにつ

いて、詳しく論じられてはいない。この点を説明す

るには、経済発展と会計との関係について論じた文

献を参照し、市場経済において会計の果たす、情報

提供システムとしての役割を明確にする必要がある。

IASは、先進国、とりわけ英米をはじめとするアン

グロ＝サクソン諸国を中心として設定された［Perera,

1989a, p.54］、質の高い会計基準である。IASを導入

し、これに準拠して企業が財務諸表を作成するよう

になれば、当該国における会計情報の質は向上する

ことになる。企業による質の高い会計情報の提供が

可能になれば、当該国の資本市場の不確実性は減少

し、さらには情報の非対称性が解消されるようにな

る。このことは、資本の効率的配分を実現させ、ひ

いては当該国の経済発展を達成する上での要件とな

るのである3）。

一方、IAS導入否定論では、先進国と発展途上国

との環境変数の違いを理由に、IASを含めた先進国

（とりわけ英米を中心としたアングロ＝サクソン諸

国）に由来する会計基準を導入することの不適合性

が指摘されている。具体的には、発展途上国では資

本市場が脆弱である［Hove, 1986, p.93 ; Belkaoui,

1988, p. 193 ; Samuels, 1990, p. 70］ことから、先進

国に比べ、パブリック・セクターによる経済介入の

度合いが強い［Samuels, 1990, p.70］。すなわち、発

展途上国の経済活動は、政府当局をはじめとするパ

ブリック・セクター主導で運営される［Briston, 1978,

p.113 ; Samuels and Oliga, 1982, p.80 ; Hove, 1986, p.

93 ; Yu and Lee, 1987, p.474 ; Belkaoui, 1988, p.193 ;

Perera, 1989, p.146］という特徴が、論拠として強調

されるのである。そこでは、会計の目的として、パ

ブリック・セクターによる経済的意思決定有用性が

重視され［Samuels and Oliga, 1982, p.80］、同時に、

プライベート・セクターにおける経済的意思決定、

とりわけ投資意思決定の有用性を志向した IAS4）の導

入について、懐疑的な見解が示されることになる。

このように主張が二極化する原因は、議論を展開

する上での視座の違いにあると思われる。双方とも

に市場経済を切り口とした議論という点では同じで

あるものの、IAS導入肯定論では、発展後の市場経

済が想定されているのに対し、IAS導入否定論では、

現在の発展途上段階における市場経済に着目した主

張が展開されている。今日、ほとんどの発展途上国

が市場経済を志向している点に注目すれば、IASを

積極的に導入し、自由市場が機能するためのインフ

ラストラクチャーを整備することは不可欠と思われ

る。その一方で、経済発展の初期段階では、市場の

機能を阻害する多くの要因が存在する［Persaud, 1990,

p.49］ことも事実であろう。その意味で、IAS導入

否定論もまた妥当性をもつといえる。

発展途上国における IAS導入の是非をめぐる議論

は、すでに1970年代後半から行われている、比較的

古いものである。その時代から今日に至るまで、双

方の主張は互いに平行線をたどったままである。議

論の視座の違いに起因する、IAS導入肯定論と否定

論との対立の構図が変化していないことを考えれば、

それは当然の帰結ともいえる。発展途上国における

IAS導入の是非をめぐる議論は、語弊を恐れずに言

えば、水掛け論のごとき様相を呈しているのである。
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３．発展途上国における IAS導入の現状

前節で概観したように、発展途上国への IAS導入

について、学術的な見地からは賛否両論が述べられ

ている。では、発展途上国において、IASは実際に

どの程度導入されているのであろうか。

図表２は、発展途上国において IAS導入がどの程

度図られているかを示したものである。本表によれ

ば、なんらかの形で IASを国内会計基準の基礎とし

ている国の数は、IASに依拠することなく、独自に

図表２ 発展途上国における IAS導入の状況

IASをほぼ国内会計

基準として導入して

いる

国内会計基準の中に

IASを基に設定した

基準がある

IASを国内会計基準と

して採用していない

Upper-middle-income
economies

クロアチア

エストニア

マレーシア

メキシコ

オマーン

パナマ

ポーランド

トリニダード・トバコ

（8）

ブラジル

トルコ

ウルグアイ

ベネズエラ

（4）

アルゼンチン

ボツワナ

チリ

コスタリカ

チェコ共和国

ハンガリー

韓国

レバノン

モーリシャス

サウジアラビア

スロバキア

（11）

Lower-middle-income
economies

エジプト

ペルー

フィリピン

スリランカ

タイ

（5）

中国

コロンビア

ルーマニア

ロシア

ザンビア

（5）

ボリビア

ブルガリア

ドミニカ共和国

エクアドル

エルサルバドル

フィジー

グァテマラ

ホンジュラス

イラン

ジャマイカ

ヨルダン

ラトビア

リトアニア

ナンビア

パラグアイ

チュニジア

（16）

Low-income economies

インドネシア

ネパール

パキスタン

ジンバブエ

（4）

バングラディッシュ

インド

ケニア

ナイジェリア

ザンビア

（5）

アルメニア

ガーナ

ウクライナ

ウズベキスタン

（4）

注：（ ）内の数値は該当する国の数

出典：Saudagaran, Shahrockh M.（2001, p. 170）をもとに作成
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会計基準を設定している国の数と同じである。

また図表３–１は、International Forum on Account-

ancyDevelopment（以下 IFAD）によって、2000年お

よび2001年に実施された調査報告、GAAP 2000と

GAAP 2001をもとに作成したものである。本表では、

IFADが調査対象とした国々5）のうち、発展途上国の

会計基準について、IASと乖離している項目の数が

示されている6）。とくに重要と思われるのは、同表

図表３–１ GAAP 2000（IFAD, 2000）、GAAP 2001（IFAD, 2000）に基づいた

各国会計基準の IASからの乖離（発展途上国）

国 IASとの乖離項目数

地域 経済水準 国 名
GAAP 2000 GAAP 2001

欠如項目 相違項目 合 計 欠如項目 相違項目 合 計

中

南

米

UMIE

アルゼンチン 12 16 28 15 28 43

ブラジル 9 15 24 14 19 33

チ リ 14 18 32 16 21 37

メキシコ 0 9 9 0 13 13

ベネズエラ 14 8 22 18 10 28

LMIE ペルー 3 6 9 1 5 6

ア

ジ

ア

UMIE
韓 国 5 10 15 7 10 17

マレーシア 15 5 20 17 9 26

フィリピン 13 9 22 14 11 25

LMIE タ イ 5 5 10 12 4 16

LIE

中 国 9 10 19 14 12 26

インド 16 11 27 16 11 27

インドネシア 6 12 18 6 14 20

パキスタン 6 7 13 8 11 19

欧

州

UMIE

チェコ 16 16 32 15 20 35

エストニア 13 4 17 14 10 24

ハンガリー 13 24 37 17 27 44

ポーランド 13 21 34 18 25 43

スロバキア ─ ─ ─ 17 13 30

LMIE

ブルガリア ─ ─ ─ 14 11 25

ラトビア ─ ─ ─ 22 6 28

リトアニア ─ ─ ─ 18 17 35

ルーマニア ─ ─ ─ 0 0 0

ロシア 20 23 43 23 29 52

LIE ウクライナ ─ ─ ─ 16 7 23

中
東・

ア
フ
リ
カ

UMIE
モロッコ 20 10 30 18 10 28

サウジアラビア 18 1 19 20 5 25

トルコ 16 12 28 15 14 29

LMIE

エジプト 11 12 23 13 12 25

イラン 13 9 22 11 10 21

南アフリカ 5 4 9 3 2 5

チュニジア ─ ─ ─ 14 7 21

LIE ケニア ─ ─ ─ 0 0 0

注：UMIE ; Upper-middle income economies, LMIE ; Lower-middle income economies, LIE ; Low-income economies
出典：International Forum on Accountancy Development（2000, 2001）の各国データをもとに作成
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の「欠如項目」の数である。この欠如項目とは、IAS

の中で言及されている諸項目のうち、各国において

該当する基準がまったく存在していない項目のこと

である。

会計基準または開示基準が存在しないということ

は、その国における標準的な会計処理・会計報告の

方法が不明確であるということになる。そのことは、

当該国企業の作成した財務諸表の、対外的な信頼性

が損なわれることにつながる。これらの欠如項目の

うち、「会計基準の欠如が、とくに重大な不確実性

を招く」［Saudagaran and Diga, 1997a, p.50］と目さ

れる７つの項目（長期請負工事契約、有形固定資産、

リース、外貨建取引・外貨換算、企業結合、投資、

金融商品）については、IFAD（2001）の調査結果を

もとに、図表４–１、２、３、４としてまとめてみた。

これらの表から分かるように、IAS導入の状況に

ついては、同じ地域内の発展途上国の中でも、若干

のばらつきが見られる。また、IAS導入の度合いが、

国の経済水準と比例しているかといえば、そのよう

な関係は必ずしも見出せない。図表３–１では、IFAD

（2000, 2001）において調査対象となった発展途上

国を、各地域ごとに、世界銀行が定めた４段階の基

準に従って分類し、示している。たとえば中南米地

域を見てみると、２度の調査ともに乖離項目数が

もっとも少ないのはペルーであるが、同国の経済水

準は、本表に示された中南米諸国の中では相対的に

低い。同様のことは、中東・アフリカ地域において、

乖離項目数の突出して少ない南アフリカについても

いえる。またアジア地域では、lower-middle income

economiesに属するタイの乖離項目数が最も少なく、

相対的に経済水準の高い韓国、マレーシア、フィリ

ピンの乖離項目数を下回っている7）。

これらのデータを見ると、前節で紹介した IAS導

入肯定論の内容と、実際の IAS導入の状況との間に

は矛盾が生じていることになる。IAS導入の程度と

経済発展水準だけをみれば、必ずしも両者の間に関

連性は見られない。換言すれば、IASに類似した会

計基準を備えていることが、経済発展の要件になっ

ているか否かは明らかではない。では、IAS導入肯

定論は、発展途上国における現況について、説明力

をもたない議論なのであろうか。

４．IAS導入肯定論の是非について

──資本市場を視座とした考察──

第２節で概観したように、IAS導入肯定論は、IAS

の導入を通じて資本市場の発達が促されるという考

えを論拠としている。そこで本節では、発展途上国

の資本市場に焦点を当て、IAS導入肯定論に妥当性

があるか否かを検討していく。

図表３–２ GAAP 2000（IFAD, 2000）、GAAP 2001（IFAD, 2001）に基づいた

各国会計基準の IASからの乖離（主要先進諸国）

国 名
GAAP 2000 GAAP 2001

欠如項目 相違項目 合 計 欠如項目 相違項目 合 計

米 国 0 20 20 4 18 22

英 国 0 16 16 0 21 21

カナダ 3 15 18 4 21 25

オーストラリア 8 11 19 9 19 28

オランダ 7 14 21 6 16 22

ドイツ 11 24 35 12 28 40

フランス 10 21 31 11 29 40

日 本 8 18 26 11 17 27

シンガポール 5 15 20 4 10 14

出典：International Forum on Accountancy Development（2000, 2001）の各国データをもとに作成
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づ
く
南
米
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計
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負
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固
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建
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換
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業
結
合
会
計
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金
融
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開
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S3
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金
融
商
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認
識
・
測
定
）

IA
S3
9

ア
ル

ゼ
ン

チ
ン

●

※
長

期
工

事
請

負
契

約
に

関
す

る
会

計
基

準

●
※
リ
ー
ス
の
資
本
化

に
関
す
る
規
定

● ●

※
買
収
や
持
分
統
合
な
ど

企
業
結
合
の
類
型
に
関
す

る
規
定

※
買
収
に
当
た
っ
て
の
引

当
金
設
定
に
関
す
る
基
準

●

※
貸
借
対
照
表
上
、
公
正

価
値
で
表
示
さ
れ
な
い
金

融
資
産
・
負
債
の
公
正
価

値
の
開
示
規
定

● ●

※
取
引
特
定
負
債
お
よ
び

デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
に
関
す
る

規
定

※
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
に
関
す

る
ヘ
ッ
ジ
会
計
規
定

ブ
ラ

ジ
ル

●
※
リ
ー
ス
会
計
基
準

● ● ●

※
買
収
に
当
た
っ
て
の
引

当
金
設
定
に
関
す
る
規
定

※
被
買
収
企
業
の
研
究
開

発
費
の
処
理
に
関
す
る
規

定 ※
特
別
目
的
会
社
の
連
結

に
関
す
る
規
定

● ●

※
金
融
資
産
の
認
識
中
止

に
関
す
る
規
定

※
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
に
関
す

る
ヘ
ッ
ジ
会
計
規
定

チ
リ

●
※

フ
ァ

イ
ナ

ン
ス

･
リ
ー
ス
の
貸
手
側
の

規
定

● ●

※
買
収
と
し
て
処
理
さ
れ

る
事
業
結
合
に
当
た
っ
て

の
引
当
金
認
識
に
関
す
る

規
定

※
の
れ
ん
お
よ
び
無
形
資

産
の
償
却
年
数
が
20
年
を

超
過
す
る
場
合
の
、
当
該

資
産
の
減
損
額
の
評
価
に

関
す
る
規
定

● ●

※
金
融
資
産
お
よ
び
負
債

の
公
正
価
値
の
開
示
規
定

※
発
行
体
側
の
金
融
資
産

に
関
す
る
会
計
処
理
規
定

（
企

業
の

法
形

態
に

基
づ

き
処
理
さ
れ
る
）、

お
よ
び

複
合
証
券
の
持
分
と
負
債

へ
の
分
割
に
関
す
る
規
定

● ● ●

※
金
融
資
産
の
認
識
中
止

に
関
す
る
規
定

※
売
買
目
的
で
保
有
さ
れ

る
負
債
の
処
理
に
関
す
る

規
定

※
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
に
関
す

る
ヘ
ッ
ジ
会
計
規
定

メ
キ

シ
コ

ベ
ネ

ズ
エ

ラ
●

※
有

形
固

定
資

産
に

関
す

る
会

計
基

準

● ●

※
買
収
と
持
分
統
合
の
分

類
に
関
す
る
規
定
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買
収
と
し
て
処
理
さ
れ

た
企

業
結

合
に

お
け

る
、

引
当
金
設
定
に
関
す
る
基

準

● ●

※
自

己
株

式
を

含
め

た
、

自
社
発
行
の
金
融
証
券
に

関
す
る
規
定

※
金
融
資
産
お
よ
び
負
債

の
公
正
価
値
の
開
示
規
定

ペ
ル

ー

注
：
１

）
●

は
各

国
に

お
い

て
該

当
す

る
項

目
が

欠
落

し
て

い
る
こ
と
を
示
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●
の
数
は
欠
落
し
て
い
る
項
目
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数
を
表
す
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に
よ
っ
て
説
明
が
付
さ
れ
て
い
る
場
合
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そ
の
内
容
に
関
す
る
基
準
が
欠
け
て
い

る
。

２
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本
表
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at
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A
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.
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A
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m
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et
e%
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do
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.p
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に
作
成
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る
。
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は
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各
国
会
計
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IA
S
と
を
包
括
的
に
比
較
し
た
も
の
で
は
な
い
」［
IF
A
D
,
p.
4 ］

た
め
、

本
表

も
そ

の
制

約
を

受
け

る
こ

と
と

な
る

。（
以
下

、
図
表

４
– ２

～
５
も
同
じ
）

出
典

：
IF
A
D
（
20
00
,2
00
1 ）

の
各

国
デ

ー
タ

を
も

と
に

作
成
（
以
下
、
図
表

４
– ２

～
５
も
同
じ
）
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金
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資
産
の
認
識
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に
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レ

ー
シ

ア
●

※
超
イ
ン
フ
レ
下
に
あ

る
子
会
社
の
財
務
諸
表

の
換
算
に
関
す
る
規
定

● ● ● ●

※
買
収
と
し
て
処
理
さ
れ
た
企
業

結
合
に
お
け
る
、
引
当
金
設
定
に

関
す
る
規
定

※
持
分
統
合
に
関
す
る
規
定

※
の
れ
ん
の
扱
い
に
関
す
る
規
定

※
特
別
目
的
会
社
の
連
結
に
関
す

る
規
定

● ●

※
発
行
体
側
の
複
合
証
券

の
分
割
に
関
す
る
規
定

※
金
融
資
産
お
よ
び
負
債

の
公
正
価
値
に
関
す
る
開

示
規
定

●
※
金
融
資
産
の
認
識
中
止

に
関
す
る
規
定

フ
ィ

リ
ピ

ン
●

※
リ
ー
ス
会
計
基

準

● ● ● ●

※
買
収
と
し
て
処
理
さ
れ
た
企
業

結
合
に
お
け
る
、
引
当
金
設
定
に

関
す
る
規
定

※
買
収
と
し
て
処
理
さ
れ
た
企
業

結
合
に
お
け
る
、
研
究
開
発
費
に

関
す
る
規
定

※
の
れ
ん
お
よ
び
無
形
資
産
の
償

却
年
数
が
20
年
を
超
過
す
る
場
合

の
、
の
れ
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減
損
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ス
ト
に
関

す
る
規
定

※
特
別
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的
会
社
の
連
結
に
関
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る
規
定

● ●

※
金
融
資
産
お
よ
び
負
債

の
公
正
価
値
の
開
示
規
定

※
発
行
体
の
金
融
資
産
に

関
す
る
規
定

● ●

※
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
に
関
す

る
ヘ
ッ
ジ
会
計
規
定

※
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
に
関
す

る
ヘ
ッ
ジ
会
計
規
定
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イ

●

※
イ
ン
セ
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テ
ィ

ブ
・
リ
ー
ス
に
関

す
る
会
計
処
理
規

定

●
※
被
買
収
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業
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研
究
開
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費
に
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す
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定

● ●

※
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
に
関
す

る
ヘ
ッ
ジ
会
計
規
定

※
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
に
関
す

る
ヘ
ッ
ジ
会
計
規
定

中
国

●

※
外
国
子
会
社
の
処
分

に
関
す
る
繰
延
外
貨
換

算
差
損
益
累
積
額
の
処

理
に
関
す
る
規
定

● ●

※
持
分
統
合
に
関
す
る
規
定

※
買
収
と
し
て
処
理
さ
れ
た
企
業

結
合
に
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け
る
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引
当
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に
関
す

る
規
定

● ●

※
発
行
体
側
の
、
金
融
証

券
の
処
理
に
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る
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の
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金
融
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券
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正
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値

の
開
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● ●

※
金
融
資
産
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認
識
中
止

に
関
す
る
規
定

※
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
に
関
す

る
ヘ
ッ
ジ
会
計
規
定

イ
ン

ド
●

※
イ
ン
セ
ン
テ
ィ

ブ
・
リ
ー
ス
に
関

す
る
会
計
処
理
規

定

●

※
外
国
子
会
社
の
処
分

に
関
す
る
繰
延
外
貨
換

算
差
損
益
累
計
額
の
処

理
に
関
す
る
規
定

●
※
買
収
と
し
て
処
理
さ
れ
た
企
業

結
合
に
お
け
る
、
引
当
金
設
定
に

関
す
る
規
定

●
※
相
場
の
な
い
金
融
資
産

お
よ
び
負
債
の
公
正
価
値

の
開
示
規
定

● ●

※
金
融
資
産
の
認
識
中
止

に
関
す
る
規
定

※
デ
リ
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テ
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ブ
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す
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ヘ
ッ
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ド
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● ●

※
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行
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負
債
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※
金
融
資
産
お
よ
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負
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価
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●
※
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資
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る
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タ
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※
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業
結
合
に
関
す
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融
資
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認
識
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に
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る
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固
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●
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れ
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●

※
リ
ー
ス
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計
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ス
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す
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オ
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レ
ー

テ
ィ

ン
グ
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リ
ー
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と
し
て

処
理
さ
れ
る
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企
業
結
合
に
関
す
る
会
計
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準
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ス

ト
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●

※
リ
ー
ス
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ン
セ
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ィ
ブ
に
関
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る
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計
処
理
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※
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買
収
と
し
て
処
理
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企

業
結

合
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● ●

※
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証
券
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に
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す
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当
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の
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行
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側
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複
合
証
券
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と
負
債
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に
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規
定

※
金
融
資
産
お
よ
び
負
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の
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正
価
値
の
開
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規
定

● ●

※
金
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資
産
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識
中
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デ
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テ
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ブ
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ー
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※
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事
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※
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※
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損
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す
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定

●

※
買
収
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処
理
さ
れ

た
企

業
結

合
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お
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金
設
定
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定

● ●

※
発
行
体
側
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金
融
証

券
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関
す
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規
定

※
金
融
証
券
の
公
正
価
値

の
開
示
規
定

●
※
金
融
資
産
の
認
識
中
止

に
関
す
る
規
定

ポ
ー

ラ
ン

ド
●

※
工

事
請

負
契

約
に

お
け

る
収

益
の

認
識

基
準

● ● ●

※
オ
ペ
レ
ー
テ
ィ
ン

グ
・
リ
ー
ス
の
支
払

リ
ー
ス
料
の
認
識
に

関
す
る
規
定

※
セ

ー
ル

ア
ン

ド
リ
ー
ス
バ
ッ
ク
取
引

に
関
す
る
規
定

※
フ

ァ
イ

ナ
ン

ス
・

● ● ●

※
企
業
結
合
の
分
類
に
関

す
る
基
準

※
買
収
と
し
て
処
理
さ
れ

た
企

業
結

合
に

お
け

る
、

引
当
金
設
定
に
関
す
る
基

準 ※
特
別
目
的
会
社
の
連
結

に
関
す
る
規
定

●
※
金
融
資
産
お
よ
び
負
債

の
公
正
価
値
の
開
示
規
定

● ●

※
金
融
資
産
の
認
識
中
止

に
関
す
る
規
定

※
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
に
関
す

る
ヘ
ッ
ジ
会
計
規
定

ス
ロ

バ
キ

ア
●

※
超
イ
ン
フ
レ
通
貨
に
よ

る
在
外
子
会
社
の
財
務
報

告
に
関
す
る
規
定

● ●

※
企
業
結
合
に
関
す
る
会

計
基
準

※
特
別
目
的
会
社
の
連
結

に
関
す
る
規
定

●
※
金
融
資
産
お
よ
び
負
債

の
公
正
価
値
の
開
示
規
定

● ●

※
金
融
資
産
の
認
識
中
止

に
関
す
る
規
定

※
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
に
関
す

る
ヘ
ッ
ジ
会
計
規
定
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図
表
４
– ３

G
AA
P
20
01
（
IF
A
D
,
20
01

）
に
基
づ
く
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
の
発
展
途
上
国
の
会
計
基
準
に
お
け
る

重
要

項
目

の
欠
如
（

続
き

）

国
名

長
期

工
事

請
負

契
約

IA
S1
1

有
形

固
定

資
産

IA
S1
6

リ
ー
ス

IA
S1
7

外
貨
建
取
引
､外

貨
換
算

IA
S2
1

企
業
結
合
会
計

IA
S2
2

金
融
商
品
（
開
示
）

IA
S3
2

金
融
商
品
（
認
識
・
測
定
）

IA
S3
9

ブ
ル

ガ
リ

ア
●

※
セ

ー
ル

ア
ン

ド
リ
ー
ス
バ
ッ
ク
取
引

に
関
す
る
規
定

●

※
外
国
子
会
社
の
処
分
に

関
す
る
繰
延
外
貨
換
算
差

損
益
累
計
額
の
処
理
に
関

す
る
規
定

●
※
特
別
目
的
会
社
の
連
結

に
関
す
る
規
定

● ●

※
発
行
体
側
の
、
金
融
証

券
に
関
す
る
規
定

※
金
融
資
産
お
よ
び
負
債

の
公
正
価
値
の
開
示
規
定

ラ
ト

ビ
ア

●

※
長

期
請

負
工

事
契

約
に

関
す

る
会

計
基

準

●
※

フ
ァ

イ
ナ

ン
ス

・
リ
ー
ス
の
資
本
化
に

関
す
る
基
準

● ●

※
超
イ
ン
フ
レ
通
貨
に
よ

る
在
外
子
会
社
の
財
務
報

告
に
関
す
る
規
定

※
外
国
子
会
社
の
処
分
に

関
す
る
繰
延
外
貨
換
算
差

損
益
累
計
額
の
処
理
に
関

す
る
規
定

● ● ● ●

※
企
業
結
合
の
分
類
に
関

す
る
基
準

※
買
収
と
し
て
処
理
さ
れ

た
企

業
結

合
に

お
け

る
、

引
当
金
設
定
に
関
す
る
基

準 ※
償
却
年
数
が
20
年
を
超

過
す
る
無
形
資
産
お
よ
び

の
れ
ん
に
関
す
る
減
損
額

計
算
規
定

※
特
別
目
的
会
社
の
連
結

に
関
す
る
規
定

● ●

※
発
行
体
側
の
、
金
融
証

券
に
関
す
る
規
定

※
金
融
資
産
お
よ
び
負
債

の
公
正
価
値
の
開
示
規
定

● ●

※
金
融
資
産
の
認
識
中
止

に
関
す
る
規
定

※
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
に
関
す

る
ヘ
ッ
ジ
会
計
規
定

リ
ト

ア
ニ

ア
●

※
長

期
請

負
工

事
契

約
に

関
す

る
会

計
基

準

●
※
リ
ー
ス
・

イ
ン
セ

ン
テ
ィ
ブ
に
関
す
る

会
計
処
理
規
定

● ●

※
発
行
体
側
の
、
金
融
証

券
に
関
す
る
規
定

※
金
融
資
産
お
よ
び
負
債

の
公
正
価
値
の
開
示
規
定

● ●

※
金
融
資
産
の
認
識
中
止

に
関
す
る
規
定

※
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
に
関
す

る
ヘ
ッ
ジ
会
計
規
定

ル
ー

マ
ニ

ア

ロ
シ

ア
●

※
オ
ペ
レ
イ
テ
ィ
ン

グ
・
リ
ー
ス
・

イ
ン

セ
ン
テ
ィ
ブ
の
認
識

に
関
す
る
規
定

● ● ●

※
超
イ
ン
フ
レ
下
に
あ
る

子
会
社
の
財
務
諸
表
の
換

算
に
関
す
る
規
定

※
外
国
子
会
社
の
処
分
に

関
す
る
繰
延
外
貨
換
算
差

損
益
累
計
額
の
処
理
に
関

す
る
規
定

※
深

刻
な

通
貨

切
下

げ
・

貨
幣
価
値
の
下
落
か
ら
生

じ
た
外
貨
換
算
差
損
益
の

会
計
処
理
規
定

● ● ●

※
企
業
結
合
の
分
類
に
関

す
る
基
準

※
買
収
と
し
て
処
理
さ
れ

た
企

業
結

合
に

お
け

る
、

引
当
金
設
定
に
関
す
る
基

準 ※
特
別
目
的
会
社
の
連
結

に
関
す
る
規
定

● ●

※
発
行
側
の
金
融
資
産
に

関
す
る
基
準

※
金
融
資
産
お
よ
び
負
債

の
公
正
価
値
の
開
示
に
関

す
る
基
準

● ●

※
金
融
資
産
の
認
識
中
止

に
関
す
る
規
定

※
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
に
関
す

る
ヘ
ッ
ジ
会
計
規
定

ウ
ク

ラ
イ

ナ
●

※
リ
ー
ス
・

イ
ン
セ

ン
テ
ィ
ブ
に
関
す
る

会
計
処
理
規
定

●
※
超
イ
ン
フ
レ
下
に
あ
る

子
会
社
の
財
務
諸
表
の
換

算
に
関
す
る
規
定

● ●

※
買
収
の
場
合
に
お
け
る

引
当
金
設
定
に
関
す
る
基

準 ※
買
収
に
要
し
た
原
価
の

う
ち
、
取
得
し
た
研
究
開

発
費
に
当
た
る
部
分
を
決

定
す
る
規
定

● ●

※
発
行
側
の
金
融
資
産
に

関
す
る
基
準

※
金
融
資
産
お
よ
び
負
債

の
公
正
価
値
の
開
示
に
関

す
る
基
準

● ●

※
金
融
資
産
の
認
識
中
止

に
関
す
る
規
定

※
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
に
関
す

る
ヘ
ッ
ジ
会
計
規
定
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図
表
４
– ４

G
AA
P
20
01
（
IF
A
D
,
20
01
）
に
基
づ
く
中
近
東
お
よ
び
ア
フ
リ
カ
の
発
展
途
上
国

の
会
計
基

準
に

お
け
る

重
要

項
目

の
欠

如

国
名

長
期

工
事

請
負

契
約

IA
S1
1

有
形

固
定

資
産

IA
S1
6

リ
ー
ス

IA
S1
7

外
貨

建
取

引
､外

貨
換

算
IA
S2
1

企
業
結
合
会
計

IA
S2
2

金
融
商
品
（
開
示
）

IA
S3
2

金
融
商
品
（
認
識
・
測
定
）

IA
S3
9

モ
ロ

ッ
コ

●
※

工
事

進
行

基
準

●
※

リ
ー
ス
・

イ
ン

セ
ン

テ
ィ
ブ
の
認

識
に

関
す
る
規
定

●
※
連
結
財
務
諸
表
作
成
に
関
す

る
基
準

● ●

※
発
行
証
券
の
分
類
に
関
す
る
基

準
（
当
該
証
券
の
実
質
的
内
容
に

準
拠
し
た
分
類
基
準
）
お
よ
び
発

行
体
側
の
、
複
合
証
券
の
持
分
と

負
債
へ
の
分
類
に
関
す
る
規
定

※
金
融
資
産
お
よ
び
負
債
の
公
正

価
値
の
開
示
規
定

●
※
金
融
資
産
お
よ
び
夫
妻
に
関

す
る
会
計
基
準

サ
ウ

ジ
ア

ラ
ビ

ア
●

※
長

期
工

事
請

負
契

約
に

関
す

る
会

計
基

準

●

※
有

形
固

定
資

産
に

関
す

る
会

計
基

準

●
※

リ
ー
ス
会
計
基

準

● ● ●

※
企
業
結
合
の
分
類
に
関
す
る

規
定
、
お
よ
び
買
収
と
し
て
処

理
さ
れ
た
企
業
結
合
に
お
け
る

引
当
金
設
定
に
関
す
る
規
定

※
の
れ
ん
お
よ
び
無
形
資
産
の

償
却
年
数
が
20
年
を
超
過
す
る

場
合
の
、
の
れ
ん
の
減
損
テ
ス

ト
に
関
す
る
規
定

※
特
別
目
的
会
社
の
連
結
に
関

す
る
規
定

●
※
金
融

証
券
に
関
す
る
会
計
基
準

●
※
ヘ
ッ
ジ
会
計
基
準

ト
ル

コ
●

※
リ
ー
ス
・

イ
ン

セ
ン
テ
ィ
ブ
の
処

理
に
関
す
る
規
定

●
※
連
結
財
務
諸
表
作
成
に
関
す

る
基
準

● ●

※
発
行

側
の
金
融
証
券
お
よ
び
自

己
株
式

に
関
す
る
会
計
基
準

※
市
場

性
の
あ
る
有
価
証
券
以
外

の
金
融

資
産
お
よ
び
負
債
の
公
正

価
値
の

開
示
規
定

● ●

※
金
融
資
産
の
認
識
中
止
に
関

す
る
規
定

※
デ

リ
バ

テ
ィ

ブ
に

関
す

る
ヘ
ッ
ジ
会
計
規
定

エ
ジ

プ
ト

●

※
オ
ペ
レ
ー
テ
ィ

ン
グ
・
リ
ー
ス
の

支
払
リ
ー
ス
料
お

よ
び
リ
ー
ス
・

イ
ン

セ
ン
テ
ィ
ブ
の

認
識
に
関
す
る
規

定

●

※
超
イ
ン
フ
レ

下
に
あ
る
子
会

社
の
財
務
諸
表

の
換
算
に
関
す

る
基
準

● ● ●

※
企
業
結
合
の
分
類
に
関
す
る

規
定

※
買
収
と
し
て
処
理
さ
れ
た
企

業
結
合
に
お
け
る
引
当
金
設
定

に
関
す
る
規
定

※
特
別
目
的
会
社
の
連
結
に
関

す
る
規
定

●
※
金
融
資
産
お
よ
び
負
債
の
公
正

価
値
の
開
示
規
定

●
※
金
融
資
産
の
認
識
中
止
に
関

す
る
規
定

イ
ラ

ン
●

※
リ
ー
ス
・

イ
ン

セ
ン
テ
ィ
ブ
の
処

理
に
関
す
る
規
定

●
※
発
行
側
の
金
融
証
券
に
関
す
る

会
計
基
準

● ● ●

※
金
融
資
産
の
認
識
中
止
に
関

す
る
規
定

※
デ

リ
バ

テ
ィ

ブ
に

関
す

る
ヘ
ッ
ジ
会
計
規
定

※
金
融
負
債
に
関
す
る
会
計
基

準

南
ア

フ
リ

カ
● ●

※
金

融
証
券

の
認

識
・

測
定
・

認
識
中
止
に
関
す
る
規
定

※
デ

リ
バ

テ
ィ

ブ
に

関
す

る
ヘ
ッ
ジ
会
計
規
定

チ
ュ

ニ
ジ

ア
●

※
特
別
目
的
会
社
の
連
結
に
関

す
る
規
定

● ●

※
発
行
側
の
金
融
証
券
に
関
す
る

会
計
基
準

※
金
融
資
産
お
よ
び
負
債
の
公
正

価
値
の
開
示
規
定

● ● ●

※
デ

リ
バ

テ
ィ

ブ
と

ト
レ

ー
デ
ィ
ン
グ
・
ラ
イ
ア
ビ
リ
テ
ィ

に
関
す
る
会
計
基
準

※
金
融
資
産
の
認
識
中
止
に
関

す
る
規
定

※
デ

リ
バ

テ
ィ

ブ
に

関
す

る
ヘ
ッ
ジ
会
計
規
定

ケ
ニ

ア
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図
表
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G
AA
P
20
01
（
IF
A
D
,
20
01

）
に
基
づ
く
主
要
先
進
諸
国
の
会
計
基
準

に
お
け
る
重

要
項

目
の

欠
如

国
名

長
期

工
事

請
負

契
約

IA
S1
1

有
形

固
定

資
産

IA
S1
6

リ
ー
ス

IA
S1
7

外
貨
建
取
引
､外

貨
換
算

IA
S2
1

企
業
結
合
会
計

IA
S2
2

金
融
商
品
（
開
示
）

IA
S3
2

金
融
商
品
（
認
識
・
測
定
）

IA
S3
9

米
国

●

※
の
れ
ん
お
よ
び
無
形
資

産
の
償
却
年
数
が
20
年
を

超
過
す
る
場
合
の
、
の
れ

ん
の
減
損
テ
ス
ト
に
関
す

る
規
定

英
国

カ
ナ

ダ

オ
ー

ス
ト

ラ
リ

ア
●

※
金
融
資
産
の
認
識
中
止

に
関
す
る
規
定

オ
ラ

ン
ダ

●

※
買
収
と
し
て
処
理
さ
れ

た
企

業
結

合
に

お
け

る
、

引
当
金
設
定
に
関
す
る
規

定

●
※
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
に
関
す

る
ヘ
ッ
ジ
会
計
規
定

ド
イ

ツ
●

※
オ
ペ
レ
ー
テ
ィ
ン

グ
・
リ
ー
ス
の
支
払

リ
ー
ス
料
の
認
識
に

関
す
る
規
定
、
ま
た

は
リ
ー
ス
・

イ
ン
セ

ン
テ
ィ
ブ
に
関
す
る

規
定

●
※
在
外
子
会
社
の
外
貨
建

財
務
諸
表
の
換
算
基
準

● ●

※
の
れ
ん
お
よ
び
無
形
資

産
に
つ
い
て
20
年
を
越
え

た
償
却
年
数
が
適
用
さ
れ

る
場
合
の
、
当
該
資
産
の

減
損
の
見
直
し
に
関
す
る

基
準

※
特
別
目
的
会
社
の
連
結

に
関
す
る
規
定

● ●

※
持
分
証
券
、
負
債
証
券

の
発
行
体
側
の
会
計
処
理

に
関
す
る
規
定

※
金
融
資
産
お
よ
び
負
債

の
公
正
価
値
の
開
示
規
定

フ
ラ

ン
ス

●

※
の
れ
ん
お
よ
び
無
形
資

産
の
償
却
年
数
が
20
年
を

超
過
す
る
場
合
の
、
の
れ

ん
の
減
損
テ
ス
ト
に
関
す

る
規
定

日
本

●
※
リ
ー
ス
・

イ
ン
セ

ン
テ
ィ
ブ
の
認
識
に

関
す
る
規
定

● ●

※
企
業
結
合
の
分
類
に
関

す
る
規
定

※
買
収
と
し
て
処
理
さ
れ

た
企

業
結

合
に

お
け

る
、

引
当
金
設
定
に
関
す
る
規

定

シ
ン

ガ
ポ

ー
ル

● ●

※
金
融
資
産
の
認
識
中
止

に
関
す
る
規
定

※
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市場とは、端的にいえば、売手と買手が、互いの

情報に基づき、特定の財を取引する場所であろう。

したがって、IAS導入が資本市場の発達に寄与して

いるかどうかについては、やはり当該資本市場の売

手と買手という二つの観点から考察することが必要

であると思われる。具体的には、発展途上国の資本

市場に参加する投資家と証券発行体に対し、IAS導

入がもたらすベネフィットについて考えてみたい。

各国の会計基準が IASに収斂し、IASに準拠した

財務諸表が作成されるようになった場合、そのベネ

フィットを享受する者としてまず想定されるのが、

国際的に活動を展開する投資家である。このような

投資家を対象として行われた実態調査が３件ほど見

つけられた。そこで本稿では、これらの実態調査の

結果をもとに、IAS導入により、投資家に対して生

じると考えられるベネフィットについて検討してみ

たい。３件の実態調査の結果は、図表５のようにま

とめられる。

これらの結果を概観すると、確かに、会計基準の

国際的相違ならびに国際的調和化は、投資意思決定

活動に影響を及ぼす要因として認識されている。た

だし、国際的に活動する投資家が、IASに代表され

る国際的な会計基準の設定を求めているかといえば、

そうした需要がそれほど積極的に認められていると

はいい難い。むしろ重視されているのは、現地国の

GAAP に関する知識である［Bhushan and Lessard,

1992, pp.158–160］。

また、Watty and Carlson（1998）の調査によれば、

投資意思決定に有用なのは、現地国の経済・政治・

社会的状況に関する情報や現地ブローカー等の助言

であり［Watty and Carlson, 1998, pp.148–149］、財務

諸表自体が投資意思決定の判断材料として最優先さ

れてはいないということも分かる。したがって、発

展途上国においても、その国内および海外の投資家

の意思決定有用性を IAS導入の論拠とするのは、や

や説得力に欠けるように思われる。

次に、証券発行体（企業）の観点から、IAS導入

論の是非を検討してみたい。具体的に問題となるの

は、IAS導入の度合いと、各国資本市場において企

業が行う資金調達活動の規模との間に、どの程度の

関連性があるのかということである。そこで、図表

３–１で取り上げた発展途上国における証券取引所

の各種データを、図表６–１として示してみた。さ

らに、主要先進諸国についても、同様のデータを図

表６–２としてまとめてみた。

まず、これらの表における、資本市場重要度（stock

markets’ importance in the national economy）という

数値に注目されたい。この数値は、各証券取引所の

株式時価総額を国内総生産（gross domestic product）

で除したもので、国内経済に占める証券経済の大き

さを表している。二つの図表の数値を比較すると、

先進国の数値が、ドイツと日本を除き、100％前後

であるのに対し、発展途上国では、マレーシアとト

ルコが100％を越えているだけで、その他の国々で

は、国内経済に占める証券経済の重要性は低いとい

える。

また、図表６–１の資本市場重要度を、図表３–１

で示した IASと各国国内会計基準との乖離状況に照

らしてみてみると、IAS導入の度合いと、資本市場

重要度とは必ずしも相関関係が見出せないように思

われる。たとえば、国内会計基準と IASとの乖離項

目が比較的少ないメキシコ、ペルー、タイ、パキス

タンの資本市場重要度はそれほど高くない。逆に、

各地域において資本市場重要度の高い、チリ、マ

レーシア、トルコなどに目を向けると、これらの国

の乖離項目数は相対的に多いことがわかる。数値だ

けみれば、IAS導入が国内資本市場の発達に寄与し

ているかどうか、必ずしも明確ではないのである。

証券市場が古くから発達し、取引が活発に行われ

ている国でも、会計基準国際化の試みが進められて

いるとは限らない。そのことを例証する国として、

インドがあげられる。インドは英国の旧植民地で

あった関係から、すでに1875年にはボンベイ証券取

引所が開設され、その後も主要都市に証券取引所が

創設された［1998年、大和総研、p.314］。事実、資

本市場重要度も近隣諸国に比べ高く、上場企業数も

6,838社と群を抜いている（図表６–１参照）。ところ

が1988年の IASCによる調査では、インドの会計基

準は IASとの乖離の度合いが相対的に大きいという

結果が出ている8）。
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２
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その原因は、当時インド政府の採用していた厳格

な外貨導入制限にあったように思われる。事実、90

年代初頭、外貨導入規制が大幅に緩和されるように

なって以降、会計基準の改定や、インド企業による

国際的な会計基準に準拠した財務諸表作成が進むよ

うになった［Iyer, 2001, p.100］。このことから考え

ると、IAS導入の意義とは、単に資本市場の規模や、

国内経済に占める証券経済の重要性から生じるもの

ではなく、資本市場の国際化が進むことによって、

はじめて論じられるものではないかと思われる。

そこで、発展途上国の資本市場の国際性について

も検討してみたい。資本市場の国際性を表すデータ

の一つとして、証券取引所における外国企業の上場

数があげられる。図表６–１、６–２では、各国の主

要証券取引所における外国企業の上場数が示されて

いる。先進国の各取引所における外国企業上場数が

すべて二桁以上であるのに対し、発展途上国では、

外国企業上場数０の国が大半を占めている。発展途

上国の資本市場において外国企業が資金調達を行う

ケースは極めて少ないように思われる。

逆に、各発展途上国の企業が、海外の主要資本市

場でどれだけ資金調達を行っているかについてもみ

てみたい。図表６–１の右端の欄では、ニューヨー

ク証券取引所（図表中の表記は NYSE）とロンドン

証券取引所における各発展途上国企業の上場数を表

している。図表６–２で示した先進諸国の数値と比

べた場合、一部の南米諸国およびインド、南アフリ

カを除けば、外国で資本調達を行っている発展途上

国企業は限られているといえるのではないだろうか。

海外の資本市場で株式等を上場する企業にとって

は、会計基準の調和化によって、財務諸表の作成コ

ストが減少するというベネフィットが得られる9）。そ

の結果、海外における資金調達活動、ならびに各国

の資本市場における取引は活発化する。これは、今

日までの会計基準の国際的調和化に関する議論にお

いては通説になっているように思われる10）。ところ

が、この通説についても、現実とは必ずしも一致し

ないのではないかとの疑問がもたれる。

たとえばロンドン証券取引所では、IASに準拠し

た財務諸表の提出が認められるなど、ニューヨーク

証券取引所に比べ、上場に関する規制は緩かった。

ところが、図表６–１をみると、ニューヨーク証券

取引所ではブラジル、メキシコ、チリを中心に、多

くの南米企業が上場しているのに対し、ロンドン証

券取引所において南米企業の上場はほとんどみられ

ない。これは南米諸国と北米との経済関係の密接さ

から生じた結果ではないかと推察される。このよう

に、各国企業がどこで資本調達を行うかについては、

多くの要因が関係しており、IAS導入と資本調達活

動の国際化を短絡的に結びつけて考えることはでき

ない。

以上のように、投資家ならびに証券発行体、いず

れの立場から検討しても、IAS導入肯定論を裏付け

る事実は乏しいように思われる。とくに発展途上国

の資本市場についていえば、現段階においては、そ

の発達の度合いや国際性はいまだ低く、また発展途

上国企業の海外資金調達もそれほど活発ではないよ

うに思われる。したがって、発展途上国への IAS導

入の意義を、資本市場という観点からのみ論じ、先

進国で生じると考えられるベネフィットをそのまま

当てはめてみても、その説得力は弱いように思われ

る。

５．海外直接投資を視座とした IAS導入の

意義についての検討

IAS導入肯定論では、経済発展ための要件として

資本市場の整備に重点を置き、さらに資本市場発達

の必要条件として、IAS導入を位置付け、その意義

が論じられている。ところが、発展途上国の現状を

概観する限り、それが IAS導入肯定論によって必ず

しも説明されえないことは、前節で述べた通りであ

る。では、逆に IAS導入否定論者が主張するように、

先進国とは環境変数の異なる発展途上国への IAS導

入は、不適切なものといえるのだろうか。

自由主義経済を目標とした発展途上国の経済発展

にとって、先進国並みの高度な資本市場を発達させ、

市場を通じて資本の効率的配分を図るということは、

長期的なスパンで問題を捉えた場合、確かに不可欠

なものではあろう。ただ、経済発展の初期段階にお
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いて、それ以上に重要なのは、発展途上国が、いわ

ば発展のためのアクセラレイターとして、先進諸国

の海外直接投資をいかに呼び込むかということと思

われる。その重要性は、積極的な外資導入政策を採

り、めざましい成長を遂げたシンガポールの事例を

みれば明らかといえよう。

図表７は、発展途上国における経済発展のメカニ

ズムを示したものである。低生産性、低賃金、低貯

蓄という、いわば縮小再生産も生じかねない状況に

ある発展途上国において、海外直接投資をきっかけ

とし、循環的な経済発展を実現可能にするモデルが

そこに示されている。発展途上国への IAS導入の意

義を、現実の状況と矛盾することなく説明するには、

議論の視座を、資本市場から海外直接投資に切り替

える必要があると思われる。

2002年６月28日付の日本経済新聞紙上で、同新聞

社が日本の主要企業のトップに実施した、中国投資

に関するアンケート調査結果が公表された。この調

査によれば、中国で事業を展開する上での具体的な

リスクとして、もっとも多くあげられたのは、会計・

税金・法律の不備という回答であった11）。この調査

結果が示唆しているのは、発展途上国へ進出する企

業にとって、現地国における会計制度の不備は大き

なリスクの一つとなりうるということである。逆に

いえば、発展途上国にとって、自国の会計制度を整

備するということは、企業の投資先、進出先として

の魅力を高めることにつながる。そこで以下では、

IAS導入を、海外からの直接投資を引き付けるため

の要件として捉え、その意義について論じてみたい。

海外直接投資と会計基準、会計制度との関係につ

いては、米国の大手会計事務所である、プライス

ウォーターハウスクーパース（PriceWaterhouse-

Coopers ;以下 PWC）から、ある研究報告書が公表

されている12）。この研究では、世界35ヶ国を対象に、

各国について“不透明性（opacity）”13）を数値化し（不

透明性指数：opacity index）14）、この不透明性が高い

がゆえに、実施されなかった、または“別の国へ流

れてしまった海外からの直接投資（deterred foreign

direct investment）”を算出しようという試みがなされ

ている。

出典：PricewaterhouseCoopers（2001b, p.12）を一部修正の上、作成

図表７ 海外直接投資による発展途上国の経済発展メカニズム
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同研究では、各国の不透明性は５つの要素15）から

成り立つとされるが、その一つとして“会計に関す

る不透明性（accounting opacity）”があげられている。

本稿では、この会計に関する不透明性に注目してみ

たい。

会計に関する不透明性指数（以下、会計不透明性

指数）は、各国の会計・開示基準、ならびに各国企

業の開示する会計情報に関するアンケート調査をも

とに算定されており、100点を満点として、数値が

大きいほど不透明性が高い。この会計不透明性指数

と、IASからの乖離項目数を並べて示したのが図表

８である。

ここで分かるのは、IASからの乖離は必ずしも会

計不透明性指数と比例していないということである。

たとえば、中南米地域に目を向けると、もっとも不

透明性指数の低いチリは、IASからの乖離項目数が

多く、IFAD（2000）によれば、32項目で同地域中１

位、IFAD（2001）では、37項目でアルゼンチンに次

ぐ第２位である。逆に乖離項目数の少ないメキシコ

やペルーは、不透明性指数でチリを上回っている。

チリと同様のことが、アジア地域の韓国についても

いえる。韓国は、アジア地域において、IFADによ

る第１回目の調査では乖離項目数が３番目に少なく、

第２回の調査では２番目に少ない。ところが、会計

不透明性に関しては90ポイントという異例の高さを

示している。IFADの２度の調査ともに、乖離項目

数の最も少なかった発展途上国は南アフリカである

が、同国の会計不透明性指数は82ポイントで、調査

対象となった発展途上国のなかで３番目に高い。

同表において、不透明性指数より右の欄に示され

ているのが、不透明性指数算定の基礎であるアン

ケートの回答、すなわち、会計に関する不透明性の

原因と認識される問題を８つのカテゴリーに分けて

示したものである。同研究では、自国の会計基準と

国際的な会計基準との違いという問題は、６番目の

「国際経済関連問題」というカテゴリーに属するも

のとされている［PWC, 2001a, p.15］が、これを会

計に関する不透明性の理由としてあげた回答者はわ

ずか３名であった16）。

また、図表９は、PWC（2001a）による、各国の

会計基準の品質に関するアンケート結果である17）。

ここでも、チリの会計基準の質が上位に位置してい

るのに対し、IASからの乖離が比較的小さいタイな

どは、逆に下位にランクされていることが分かる。

これらの結果をみると、IASを導入する、あるいは

IASと類似性の高い会計基準を設定することは、海

外からの直接投資額の増減にあまり影響を与えない

ということになるが、はたして、この結論は妥当で

あろうか。

今日、海外直接投資、とりわけ発展途上国への直

接投資において中心的な役割を果たしているのは、

多国籍企業である［Gillis, et al., 1996, p.403］18）。す

なわち、多くの海外直接投資を集めるのは、多国籍

企業をいかに多く受け入れるかにかかっているとい

うことができよう。では、多国籍企業は、どのよう

にして（直接）投資先を決定するのであろうか。

多国籍企業がどのようにして進出先の国を選ぶか

という問題について、そのメカニズムを示したのが

図表10である。これは英国の多国籍企業論者、J. H.

Dunningの展開する議論を図にしたものである。

Dunningによれば、企業がどの国に、どのような形

態で進出し、どのような活動を行うかは、当該企業

とその受入国それぞれがもつ、優位性や制約要因と

の相互関係によって決定される［Dunning, 1993, pp.

549–551］。

本稿は多国籍企業の行動について論じることを目

的とするものではいない。ゆえに詳細な説明は省略

するが、端的に言えば、企業側から見た場合、受入

国が多国籍企業にとって望ましい優位性を備えてい

れば、多国籍企業が当該国へ進出する可能性は高ま

ると考えられる。

この場合、受入国に備わっている優位性は、立地

特殊的優位（local specific advantage）と呼ばれ19）、具

体例として、当該国における天然資源の賦与状態、

インフラストラクチャーの整備状況、輸送費や通信

費など各種コストの水準などがあげられる［Dunning,

1979, pp.275–276］。インフラストラクチャーのなか

には、商業や法律に関するものも含まれる［Dunning,

1979, p.276］。また、多国籍企業の本国と、その受

入国との間の、言語、文化、取引、習慣などの相違
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の程度も、心理的距離（psychic distance）と呼

ばれ、立地特殊的優位の一つと位置付けられる

［Dunning, 1979, p.276］。

会計基準は商業に関するインフラストラク

チャーの一つと考えられる20）。同時に、会計基

準を、実務において発達した慣習のうち一般に

認められたものを要約した結果であると考えれ

ば、多国籍企業の本国と受入国との会計基準の

相違は、心理的距離の一つともいえよう。

受入国において会計基準の整備が進み、同時

にそれが多国籍企業の母国の基準に類似してい

ればいるほど、当該多国籍企業による受入国の

評価は高まることになる。すなわち、受入国の

会計基準を、特定の国の会計基準をモデルとし

て整備することは、その国の多国籍企業を誘致

する上での一要因となりうるのである。

ここで図表11を参照されたい。本図表は、世

界の多国籍企業のトップ500社、フォーチュン・

グローバル500（Fortune Global 500）の内訳であ

る。500社のうち、37％が米国系多国籍企業に

よって占められていることが分かる。さらに、

英国、ならびにカナダ、オーストラリア、オラ

ンダ、シンガポールといった、いわゆるアング

ロ＝アメリカン型の会計制度を有する先進国の

企業の割合が全体の半分に及んでいる。

周知の通り、IASBの前身である IASCの設立

にあたっては、英国、米国、カナダの会計士協

会が中心的な役割を担っていた21）。また、その

後設定された IASが、英米の影響を強く受け、

両国の会計基準に類似したものになっていると

いうことも指摘されてきた22）。

そのことを実際に示す一例として、図表３–

２を参照されたい。ドイツ、フランス、日本の、

いわゆるフランコ＝ジャーマン型会計制度国に

比べ、英米加、およびオーストラリア、オラン

ダ、シンガポールというアングロ＝アメリカン

型会計制度国の会計基準では、IASからの乖離

項目数が相対的に少ない。さらに、図表４–５

をみると、アングロ＝アメリカン型会計制度国

のなかでも、その中核をなす英米加およびオー
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図表９ 各国会計基準の質に関するアンケート調査の結果

出典：PricewaterhouseCoopers（2001b, p.54）から引用。
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図表10 多国籍企業とその受入国の関係

* インフラストラクチャー：法律、商業、交通など

** 文化、言語、取引、習慣などの相違

出典：Dunning, J. H.（1993, p.550）を一部加筆の上、引用

出典：fortune global 500（Anonymous, 2002）をカウントし、作成

図表11 多国籍企業500社（Fortune Global 500）の国別構成比
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ストラリア23）では、国際的にみて重要と考えられる

７項目［Saudagaran andDiga, 1997, p.50］について、

会計基準の欠如の少ないことが見て取れる。

したがって、発展途上国において IASを導入する

ということは、アングロ＝アメリカン型会計制度国

の企業が進出する上で有利な条件、すなわち、立地

特殊的優位を高めることにつながるといえる。多国

籍企業の大半がアングロ＝アメリカン型会計制度国

を母国としている事実を考えれば、IASの導入を通

じ、アングロ＝アメリカン型の会計基準を備えるこ

とは、多くの多国籍企業を受け入れ、ひいては多く

の海外直接投資を呼び込む上での優位性を構築する

ことになると思われる。ここに、発展途上国におい

て IASを導入する意義が見出される。

図表12を参照されたい。本表の右端の欄に示され

ているのは、各国で公表された過去３年間における、

各国の対内海外直接投資に占める、アメリカ、イギ

リス、カナダ、オーストラリア、オランダ、シンガ

ポールからの投資の比率である。比較的データの

揃っている中南米、アジア地域に注目すると24）、IAS

との乖離項目数が比較的小さいメキシコ、ペルー、

韓国、タイ、パキスタンでは、アングロ＝アメリカ

ン型会計制度国からの直接投資の割合が相対的に高

くなっている25）。このことは、上述の発展途上国に

おける IAS導入の意義を裏付ける、一つの証左とな

るのではないだろうか。

６．むすびにかえて

発展途上国への IAS導入をめぐる従来の議論は、

導入肯定論と否定論に二分されるが、そのいずれも

が、当該国の資本市場の発達と関連付けて論じられ

たものであった。また、多くの論者が、発展途上国

の環境変数を論拠に、IAS導入について否定的な見

解を示しているにもかかわらず、実際には多くの発

展途上国で IASの導入が実施されている。

ところが、IAS導入の状況と、当該国の資本市場

の規模や国際性との間には必ずしも関連性を見出す

ことはできなかった。IASの導入が資本市場の発展

を促し、ひいては一国の経済発展につながるという

IAS導入肯定論で展開された仮説は、現実の状況と

一致しているとはいい難いのである。

IAS導入肯定論において、資本市場を議論の視座

としている限り、発展途上国の現状を十分に説明す

ることは難しい。そこで、第５節で論じたように、

多国籍企業による海外直接投資を視座として、発展

途上国への IAS導入の意義を検討した場合、矛盾の

少ない説明が可能になったように思われる。

IASについては、これまで、その設定プロセスに

おける英米の影響力の強さ、ならびに英米の会計基

準との類似性が指摘されてきた。一方、多国籍企業

の大半は、英米を中心としたアングロ＝アメリカン

型会計制度国を母国としている。さらに、海外から

の直接投資は、発展途上国の経済発展にとって重要

な要件であるとともに、多くの海外直接投資が大規

模多国籍企業によって実施されている。

以上の点を斟酌した上で、会計基準を多国籍企業

の受入国のもつビジネス・インフラストラクチャー

の一つと捉えた場合、多国籍企業を誘致する上での

立地特殊的優位を形成するという点で、発展途上国

への IAS導入の意義が見出される。このような考え

によれば、先進国とは環境変数の異なる発展途上国

において IASが導入されているという現実が矛盾な

く説明されるとともに、IAS導入によってもたらさ

れる経済発展効果を主張することが可能となる。す

なわち、多国籍企業による海外直接投資を議論の視

座とすることで、発展途上国への IAS導入肯定論と

否定論を融合することができると思われる。

本稿では、図表等で取り上げた各発展途上国につ

いて、その詳しい事情には触れなかった。今後の課

題として、外資導入政策で経済発展を遂げたシンガ

ポール、現在積極的な外資導入を図るとともに、会

計基準の改定が急速に進んでいるといわれるインド、

あるいは、資本主義経済への転換を図る東欧諸国な

どについて、会計基準設定の状況、ならびに英米系

多国籍企業による投資額の推移等を観察していくこ

とが必要になると思われる。



─ ─255

発展途上国における国際会計基準導入の意義

図表12 IAS導入の状況と当該国対内直接投資に占める英米加豪蘭新投資の比率

国 IASとの乖離項目数 対内 FDIに占める

英米加豪蘭新の比率*地域 国 名 GAAP 2000 GAAP 2001

中

南

米

アルゼンチン 28（12） 43（15） 36.88％（2000年末累計）

ブラジル 24（14） 33（14） 35.34％

チ リ 32（14） 37（16） 42.84％

メキシコ 9（0） 13（0） 84.20％

ベネズエラ 22（14） 28（18） 15.46％

ペルー 9（3） 6（1） 50.47％（2001年末累計）

ア

ジ

ア

韓 国 15（5） 17（7） 49.09％

マレーシア 20（15） 26（17） 55.03％

フィリピン 22（14） 25（14） 27.41％

タ イ 10（5） 16（12） 43.80％

中 国 19（9） 26（14） 23.15％

インド 27（14） 28（14） 27.67％

インドネシア 18（6） 20（6） 30.72％（2000年末累計）

パキスタン 13（6） 19（8） 67.51％

欧

州

チェコ 32（15） 35（15） 48.27％

エストニア 17（13） 24（14） ─

ハンガリー 37（17） 44（17） ─

ポーランド 34（18） 43（18） 28.55％

スロバキア ─ 30（17） ─

ロシア 43（23） 52（23） 56.46％

ブルガリア ─ 25（14） ─

ラトビア ─ 28（22） ─

リトアニア ─ 35（18） ─

ルーマニア ─ 0（0） 18.63％（2000年末累計）

ウクライナ ─ 23（16） ─

中
東・

ア
フ
リ
カ

モロッコ 30（20） 28（18） ─

サウジアラビア 19（18） 25（20） 74.76％（99年データのみ）

トルコ 28（16） 29（15） 33.20％（2000年末累計）

エジプト 23（11） 25（13） 23.46％（2000年末累計）

イラン 22（13） 21（11） 1.92％

南アフリカ 9（5） 5（3） 48.22％

チュニジア ─ 21（14） ─

ケニア ─ 0（0） 24.56％（2000年末累計）

* 日本貿易振興会のウェブサイト（http://www. jetro.go. jp/jetro-file/）で公開されているデータ

をもとに作成。原則として各国ごとに公開されている最新三年間のデータの平均値。それ

以外の方法で求められている数値は、その方法を（ ）内に示してある。

出典：IFAD（2000, 2001）、日本貿易振興会（2002）をもとに作成
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注

１）IASBによって今後公表される基準は、国際財務報告基

準（International Financial Reporting Standards : IFRS）と呼称

されるが、本稿では、すでに公表済みの基準について論じ

ているため、従来通り、IASと表記する。

２）資本も経済的希少性をもつものであり［Riahi-Belkaoui,

1994, p.96］、資源の中の一つと解される。

３）会計と経済発展との関係について、詳しくは Lee（1987）、

Ndubizu（1992）、Riahi-Belkaoui（1994）等の文献を参照さ

れたい。

４）IASC（1989, par.10）において、財務諸表の主たる利用

者として投資家を想定していることが示されている。

５）IFAD（2000）では53ヶ国、IFAD（2001）では62ヶ国が

調査対象となっている。

６）この項目数は、IFAD（2000, 2001）において各国ごとに

列挙されている乖離項目の数をカウントしたものである。

そこでは、たとえばアルゼンチンにおいて、IAS22号（企

業結合会計）について「企業結合の類型化に関する基準」

と「買収にあたっての引当金に関する基準」の２点での乖

離が指摘されているように（図表４–１参照）、一つの基準

について複数の乖離項目があげられている場合も多い。ま

たこれらの乖離項目は、財務諸表数値への影響の大きさを

もとに分類列挙されている。したがって、乖離項目数のカ

ウントの仕方は、本稿で採用した方法以外にも考えられる。

カウント方法を工夫することは今後の研究の課題としたい。

７）図表３–１に示した国のうち、ルーマニアとケニアは乖

離項目数が０である。両国ともに独自の会計法規を備えて

はいるものの、公認会計士による外部監査において、企業

が IASに準拠した財務諸表を作成している場合には無限定

適正意見が表明される。したがって、乖離項目数０という

数値は、実質的には IASが自国の会計基準として機能して

いることを意味している［IFAD, 2001, p.77, 109］。

８）この調査結果については、Gernon, Purvis and Diamond

（1990）を参照されたい。なお、インドの会計基準の IAS

への準拠性指数は56％とされている。

９）つまり、企業が異なる国で資金調達を行うため、各証券

取引所に財務諸表を提出する場合、この作成基準が統一さ

れていれば、他国の会計基準に準拠した財務諸表作成のコ

ストを削減できるのである。

10）この点については、Mason（1978, p.124）をはじめ、す

でに70年代から諸文献の中で指摘されている。また、Strategy

Working Party of the IASC（1998, p.46）や Carsberg（1997,

pp.14–15）など、近年の文献においては、証券監督者国際

機構（International Organization of Securities Commissions :

IOSCO）により IASがコア・スタンダードとして採用され

ることを理由に、財務諸表作成コストの削減というベネ

フィットが一層強調されるようになった。

11）全回答の49.5％を占めている。詳しくは日本経済新聞

（2002年６月28日、p.7）を参照されたい。

12）この研究報告書は、2001年２月、スイスのダボスで開催

されたWorld Econoic Forumにおける The Corporation and the

Public : Open for Inspectionというタイトルのセッションに

おいて公表された。なお、この研究の詳しい内容について

は、PWC（2001a, 2001b）を参照されたい。

13）不透明性とは「一般に事業活動、金融活動、政府による

規制活動などが展開される場合、そこで行われる実務に、

明確さ、厳格さ、共通の形式、識別可能性、広く認められ

た一般性が欠けていること」［PWC, 2001a, p.3］と定義さ

れている。

14）不透明性指数は、35ヶ国の投資家、銀行、会計士に対す

るアンケート調査の結果をもとに算定されている。

15）具体的には、①不正な実務（corruption）、②法律に関す

る不透明性（legal opacity）、③経済・政策に関する不透明

性（economic opacity）、④会計に関する不透明性（accounting

opacity）、⑤規制に関する不透明性（Regulatory opacity）が

不透明性の５要素である［PWC, 2001a, p.8］。

16）ブラジル、中国、ハンガリーの回答者のなかに一名ずつ

みられた。回答の表現は、それぞれ「現地の GAAP」［PWC,

2001a, p.36］、「外国出資企業と国内企業との会計基準の相

違」［PWC, 2001a, p.36］、「証券取引所において、IASに準

拠した財務諸表が求められていない」［PWC, 2001a, p.38］

というものだった。

17）アンケートの回答者はそれぞれ、自国の会計基準の質に

ついて回答している［PWC, 2001a, p.13］。

18）Gillis, et al.［1996, p.403］によれば、1980年の段階で、

世界の海外直接投資の８割が多国籍企業500社によって行

われている。

19）他方、企業のもつ優位性は所有特殊的優位と呼ばれ、具

体的には、企業の有する無形固定資産、管理・経営・マー

ケティング・研究開発等に関する能力があげられる

［Dunning, 1979, pp.275–276］。

20）Wallace and Briston（1993）は、会計に関するインフラス

トラクチャーとして、３種類の要素をあげている。すなわ

ち、①会計情報の供給に関する要素（supply factor）、②会

計情報の品質に関する要素（quality factor）、③会計情報の

需要に関する要素（demand factor）の３つである［Wallace

and Briston, 1993, p.202］。このうち、②は会計情報の品質

を管理するためのシステムであり、会計情報の作成・伝達・

利用に関する法律や規定がそこに含まれる［Wallace and

Briston, 1993, p.202］。したがって、会計基準は、会計情報

の質を維持するためのインフラストラクチャーといえる。

21）IASC設立の経緯については、Benson［1976］が詳しい。

IASCの設立は、1972年シドニーで開催された第10回会計

士国際会議における、アメリカ公認会計士協会（American

Institute of Certified Public Accountants : AICPA）、イングラン

ドおよびウェールズ勅許会計士協会（Institute of Chartered
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Accountants in England and Wales : ICAEW）、スコットラン

ド勅許会計士協会（Institute of Chartered Accountants of

Scotland:ICAS）、カナダ勅許会計士協会（CAnadian Institute

of Chartered Accountants:CICA）の４団体からの呼びかけが

きっかけとなった［Benson, 1976, p.36］。なお、AICPA、
ICAEW、CICAの３団体は1966年、会計士国際研究グルー

プ（Accountants International Study Group : AISG）を発足さ

せ、後の IASC設立の礎を築いている。AISGについては、

前掲の文献とともに Thomas［1970］を参照されたい。

22）たとえば、Perera［1989, p.54］、Hove［1990, pp.57–64］、

広瀬［1995, pp.255–256］などを参照されたい。

23）この４ヶ国は、いわゆる G4＋1の構成メンバーである。

24）東欧の旧社会主義国や中東、アフリカ諸国においては、

データを対外的に公表していない、もしくは公表が遅れが

ちであることから、数値を示すことができなかった。

25）例外はマレーシアである。ただし、マレーシアでは、IAS

を叩き台として会計基準が設定されている［MacGregor,

Hossain, and Yap, 1997, p.107］。したがって、欠如項目数

は多いものの、現存の会計基準について、IASとの類似性

は高いといえる。事実、図表３–１から分かるように、他

のアジア諸国と比べ、マレーシアの相違項目数は少ない。
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